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○京丹後市地域振興対策事業補助金交付要綱 

平成１６年４月１日 

告示第６号 

（趣旨） 

第１条 市長は、地域の健全な発展及び自治の振興を図るため、地区又は地域住民で組織す

る団体（以下「地区等」という。）が行う地域振興事業（営利目的の事業を除く。）に要

する経費に対し、京丹後市補助金等交付規則（平成１６年京丹後市規則第６４号。以下「規

則」という。）及びこの告示に定めるところにより、予算の範囲内において補助金を交付

するものとする。 

（補助対象事業、補助対象経費等） 

第２条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げる事業と

し、その補助対象経費及び補助金の額は、別表に定めるとおりとする。 

(1) 集会施設整備事業 

ア 集会施設の新設又は改築事業 

イ 集会施設増築事業 

ウ 集会施設購入事業 

エ 集会施設等修繕事業 

(2) 施設修繕・村おこし事業 

ア 集会施設等簡易修繕及び整備事業 

イ 村おこし・地域づくり事業 

ウ その他事業 

(3) 自治宝くじコミュニティ助成事業 

(4) 特認事業 

２ 補助金の額に千円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。ただ

し、前項第３号に係るものについては、この限りでない。 

３ 第１項に掲げる補助対象事業を実施する場合は、市内に本店を有する事業者（以下「市

内事業者」という。）に発注するものでなければ、補助の対象としないものとする。ただ

し、市長がやむを得ない理由があると認めたときは、市内事業者に発注しない場合であっ

ても補助の対象とすることができる。 

（事業予定調書の提出） 

第３条 集会施設整備事業を実施しようとする地区等の代表者は、あらかじめ集会施設整備



2/15 

事業に係る事業予定調書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 自治宝くじコミュニティ助成事業を実施しようとする地区等の代表者は、あらかじめ自

治宝くじコミュニティ助成事業に係る事業予定調書（様式第２号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

３ 市長は、補助対象事業として承認するかどうかを決定したときは、その旨を前項の代表

者に通知するものとする。 

（交付申請） 

第４条 補助対象事業を実施しようとする地区等の代表者（以下「申請者」という。）は、

次の各号に掲げる補助対象事業の区分に応じ、当該各号に定める様式により、市長に対し、

補助金の交付を申請するものとする。 

(1) 集会施設整備事業 様式第３号 

(2) 施設修繕・村おこし事業 様式第４号 

(3) 自治宝くじコミュニティ助成事業 様式第５号 

(4) 特認事業 別に定める様式 

（交付決定及び通知） 

第５条 市長は、前条の申請書を受理したときは、当該事業の内容を審査の上、補助金の交

付又は不交付を決定し、規則第７条の規定により申請者に通知するものとする。 

（事業計画の変更） 

第６条 申請者は、申請の内容を変更し、若しくは中止し、又は廃止しようとするときは、

あらかじめ京丹後市地域振興対策事業補助金に係る変更（中止・廃止）承認申請書（様式

第６号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（実績報告） 

第７条 申請者は、事業が完了したときは、速やかに京丹後市地域振興対策事業補助金に係

る実績報告書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

（その他） 

第８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年４月１日告示第６１号） 

この告示は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年６月３０日告示第１０４号） 
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この告示は、平成１７年７月１日から施行する。 

附 則（平成１８年３月２３日告示第３９号） 

この告示は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年４月１日告示第８４号） 

この告示は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月３１日告示第６６号） 

この告示は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月３０日告示第５３号） 

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年２月１５日告示第２４号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年１０月１２日告示第２１８号） 

この告示は、平成２８年１０月１２日から施行する。 

附 則（平成２９年４月１日告示第１１５号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

（京丹後市花いっぱい運動推進補助金交付要綱の廃止） 

２ 京丹後市花いっぱい運動推進補助金交付要綱（平成２６年京丹後市告示第７４号）は、

廃止する。 

附 則（令和２年２月３日告示第１９号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和２年２月３日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日前に申請された補助金については、なお従前の例による。 

附 則（令和３年９月１７日告示第２３７号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２９日告示第９９号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、改正前の京丹後市地域振興対策事業補助金交付要綱の規定による
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用紙で、現に残存するものは、当分の間、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

別表（第２条関係） 

補助対象事業名 補助対象経費 補助金の額 

（２） 集

会施設整

備事業 

ア 集会施設

の新設又は

改築事業 

集会施設の建設費又は改築費（土地の

取得費、造成費、外溝工事費及び備品購

入費を除く。）及び当該補助の対象とな

る新築又は改築と同時に行われる既存

集会施設又は空家等既存建物の解体撤

去費 

〔建築単価（前年度の

公立学校補助単価×１．

２５）×床面積×２／３〕

の額（以下「補助限度額」

という。）と〔補助対象

経費×２／３〕の額のい

ずれか低い額の範囲内と

する。 

イ 集会施設

増築事業 

集会施設の増築費（土地の取得費、造

成費、外溝工事費及び備品購入費を除

く。） 

補助対象経費の３分の

２の額と補助限度額のい

ずれか低い額の範囲内と

する。 

ウ 集会施設

購入事業 

集会施設の購入費（土地の取得費、造

成費、外溝工事費及び備品購入費を除

き、改造費を含む。） 

補助対象経費の３分の

２の額と補助限度額のい

ずれか低い額の範囲内と

する。 

エ 集会施設

等修繕事業 

集会施設の修繕費及び集会施設以外

の地区所有施設の整備費（ただし、１件

当たりの事業費が１００万円以上のも

のに限る。） 

第２条第１項第３号に

より地域まちづくり計画

を定めた地区等（同等と

認められる計画を策定し

た地区等を含む。）が計

画に定めた事業を行う場

合（以下「地域まちづく

り計画事業」という。）

にあっては、補助対象経

費の２分の１以内の額。

その他の事業にあって

は、補助対象経費の３分
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の１以内の額。ただし、

地区等の世帯数（前年の

１０月１日現在における

世帯の数）が１１戸以上

２９戸以下の場合は補助

対象経費の９分の５以内

の額とし、１０戸以下の

場合は補助対象経費の３

分の２以内の額とする。 

（２） 施

設修繕・

村おこし

事業 

ア 集会施設

等簡易修繕

及び整備事

業 

地区が所有する施設及び設備の修繕

及び整備に要する経費（ただし、１件当

たりの事業費が３万円以上１００万円

未満のものに限る。） 

地域まちづくり計画事

業にあっては、補助対象

経費の２分の１以内の

額。その他の事業にあっ

ては、補助対象経費の３

分の１以内の額。ただし、

地区等の世帯数（前年の

１０月１日現在における

世帯の数）が１１戸以上

２９戸以下の場合は補助

対象経費の９分の５以内

の額とし、１０戸以下の

場合は補助対象経費の３

分の２以内の額とする。 

イ 村おこ

し・地域づく

り事業 

環境景観づくり活動（地区等のほか、

市内に住所を有する市民活動団体、NPO

法人、公共的団体、企業などの団体が行

う環境景観づくり活動を含む。）、防犯

防災活動、歴史文化活動、地域間交流活

動、地域団体育成活動、地域リーダー育

成活動、独身者の出会いの機会づくりそ

の他のイベントに要する経費（報償費、

地域まちづくり計画事

業にあっては、補助対象

経費の３分の２以内の

額。その他の事業にあっ

ては、補助対象経費の２

分の１以内の額。ただし、

地区等の世帯数（前年の

１０月１日現在における
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旅費、費用弁償、消耗品費、印刷製本費、

通信運搬費、使用料、賃借料又は原材料

費又は備品購入費とし、かつ、１件当た

りの事業費が３万円以上のものに限る。

ただし、備品購入費は、事業費の２分の

１以内の額とする。） 

世帯の数）が１１戸以上

２９戸以下の場合は補助

対象経費の９分の５以内

の額とし、１０戸以下の

場合は補助対象経費の３

分の２以内の額とし、３

０万円を限度とする。 

ウ その他事

業 

府民運動に係る継続事業に要する経

費 

補助対象経費の１０分

の１０以内の額とし、３

０万円を限度とする。 

（３） 自治宝くじコミュ

ニティ助成事業 

一般財団法人自治総合センターが行

うコミュニティ助成事業の対象となる

事業に要する経費 

一般財団法人自治総合

センターが定めた額 

（４） 特認事業 地域振興のため市長が特に必要と認

める事業に要する経費 

市長が必要と認める額 

備考 集会施設の床面積は、地区等に係る次の世帯数（前年の１０月１日現在における世

帯の数）区分に応じた右欄に掲げる面積を限度とする。 

世帯数区分（単位：戸） 限度面積（単位：m２） 

５０未満 １３０ 

５０～９９ １７０ 

１００～１４９ ２００ 

１５０～１９９ ２３０ 

２００～２９９ ２７０ 

３００～３９９ ３００ 

４００～４９９ ３５０ 

５００以上 ４００ 
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様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第３条関係） 

様式第３号（第４条関係） 

様式第４号（第４条関係） 

様式第５号（第４条関係） 

様式第６号（第６条関係） 

様式第７号（第７条関係） 

 


